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3－2－4  施工計画 

3－2－4－1  施工方針 

本プロジェクトを実施する場合の基本事項は次のとおりである。 

 

・ 本プロジェクトは、日本政府と「ラ」国政府間で本プロジェクトに係る無償資金協力の

交換公文が締結された後、日本政府の無償資金協力の制度にしたがって実施される。 

ただし、VUDAA により現在実施中である都市排水改修計画が「表 3-2-2-2-(2)都市排水

改修計画の完了予定年」に示す完成期日に全て完成することを前提とする。 

・ 本プロジェクトの主管官庁は「ラ」国公共事業省（MCTPC）であり、実施機関は道路局

（DOR）である。 

・ 本プロジェクトの詳細設計（旧内城壁外側の埋蔵文化財に対する試掘を含む）、入札関

連業務および施工監理業務に係るコンサルタント業務は、日本のコンサルタントが「ラ」

国政府とのコンサルタント契約に基づき実施する。 

・ 本プロジェクトの道路改修工事は、入札参加資格審査合格者による入札の結果選定され

た日本の建設業者により、「ラ」国政府との工事契約に基づき実施される。 

 

本プロジェクトの施工にあたっての基本方針は次のとおりである。 

 

・ ビエンチャン市の中心地、かつ交通量および歩行者の多い既存道路を占用しての工事と

なるため、第三者に対する安全措置、沿道住民、道路利用者および歴史的建造物等への

環境負荷の低減を勘案した計画とする。 

・ 本プロジェクトの 初に着手する工種となる道路排水施設の建設は、VUDAA により実施

されている都市排水改修計画が完了した後の着手を必須とる。 

・ 建設資機材および労務は、可能な限り現地調達とする。現地で調達できない場合は、所

要の品質、供給能力が確保される範囲で も経済的となる第三国または日本からの調達

とする。 

・ 施工方法および工事工程は、現地の気象、地形、地質等の自然条件に合致したものとす

る。 

・ 工事仕様基準および施工管理基準を設定し、この基準を満足する建設業者の現場管理組

織およびコンサルタントの施工監理組織を計画する。 

・ 工事中の交通路確保と交通安全のための施設を設置する。 

 

3－2－4－2  施工上の留意事項 

(1)  市街地施工であることによる留意点および環境配慮 

ビエンチャン市の中心地において交通量および歩行者の多い既存道路を占用し、かつ沿道

建物に近接しての工事となるため、施工に当たり次の点に留意する。 

・ 「3-2-2-7 工法の選定」に示す基本計画に基づき一般交通および道路利用者への影響を

できるだけ小さくするとともに、安全性に留意する。 

・ 工事中の迂回道路の維持管理を十分に行う。 

・ 振動については、沿道家屋、歴史的建造物等への影響への少ない工法を採用する。 
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・ 沿道住民、道路利用者に対して工事中の家屋、商業施設等への安全なアクセスの確保に

留意する。 

・ 工事車両の粉塵対策（散水等）を実施する。 

 

(2)  雨期に対する配慮 

・ 年間降雨量の約 9 割が 5～9 月の雨期に集中するため、道路排水施設の放流先との接続

は乾期に施工し、排水先の確保を行う。以後、順次下流側から施工する計画とする。 

・ 道路排水施設建設時の掘削作業においては、雨水による地盤の緩み、地下水位の上昇等

を勘案し、工事災害の防止を主目的とする適切な土留め工法を採用する。 

・ 工事中、第三者に開放する車道および歩道に対し、安全な通行を勘案した計画とする。 

 

(3)  道路利用者および工事関係者の安全の確保 

1)  道路利用者の安全確保 

・ 工事ヤードを明確にし、工事予告板および迂回看板の設置、交通誘導員の配置（昼間工

事により通行止めを必要とする箇所、片側交互通行により交通を確保する箇所）等によ

り、道路利用者の迂回路への誘導を確実に行う。また、回転灯、占用帯照明等を設置し、

夜間の交通事故防止に努める。 

・ 道路排水施設の建設時に開口部が放置されるため、この区間については安全ネット等を

設置し転落防止措置を講ずる計画とする。 

・ 歩行者に対しては安全通路を必ず確保すると共に開口部上においては仮設安全通路を

設ける計画とする。 

2)  工事関係者の安全確保 

・ 現地盤以下での作業が多くなるので、適切な昇降設備、安全通路、転落防止設備等によ

り墜落事故を防止する。 

・ 重量物の吊り上げ、吊り下ろし作業が多くなるので、適切な吊り具を使用すると共に吊

り荷下への立ち入り禁止措置を講ずる。 

 

(4)  家屋調査の実施 

工事施工においては、脆弱な沿道建物に対して十分な配慮が必要となる。特に工事実施時

は沿道住民の工事に対する理解および協力は不可欠となる。沿道住民から工事による建物

の損傷が発生した等の申し出が合った場合、発生した損傷が工事によるものか否かを適切

に判断する必要がある。したがって、「ラ」国実施機関に対し工事着手前に計画対象道路

に面する家屋を対象に家屋調査を実施するよう要請する。実施項目は以下に示す。 

・ 外観調査：建物全景の黙視調査および写真撮影。 

・ 建物調査：家屋の傾斜、沈下、壁等のクラック、破損状況の調査および写真撮影。 

・ 外構調査：塀、門扉の傾斜、叩きコンクリート等のクラック、破損状況の確認調査およ

び写真撮影 
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3－2－4－3  施工区分 

日本と「ラ」国の両国政府が分担すべき事項は、表 3-2-4-(1)のとおりである。 

 

表 3-2-4-(1)  両国政府の負担区分 

負 担 区 分 
項  目 内   容 

日本国 ｢ﾗ｣国
備   考 

資機材の調達・搬入 ○   

資機材の通関手続  ○  

資 機 材 調 達 

内陸輸送路の整備  ○  

本設に必要な諸材料  ○  

設計上必要な本設材料 
○  

排水施設との離隔確保の
ため必要となる材料 

移設水道管材の調達 
（付属品を含む） 

切廻し等施工上必要な諸材料 ○   

工事に必要な用地の確保 
 ○ 

現場事務所、資機材置場、
埋戻し用残土の仮置場、路
盤材の生産場等 

道路照明、信号機用の配電盤の設置  ○ 約 400m 程度毎に１箇所 

断水および昼間工事等に関する住民への
案内 

 ○ 
 

準 備 工 

上記以外の準備工 ○   

地上障害物の移設 
 ○ 

電柱・電線、電話線、 
沿道樹木の枝払い等 

地下埋設物(主に水道管)の移設 ○   

工事障害物の移設・
撤去 

地下埋設物(主に通信･電力線等)の移設  ○  

本   工   事 道路改修工事 ○   

 

3－2－4－4  施工監理計画 

日本のコンサルタントが「ラ」国政府とのコンサルタント業務契約に基づき、実施設計業

務、入札関連業務および施工監理業務の実施にあたる。 

 

(1)  実施設計業務 

コンサルタントが実施する実施設計業務の主要内容は次のとおりである。 

・ 実施設計のための現地調査 

・ 旧内城壁外側の埋蔵文化財試掘調査（ラクソン交差点から 4A 号交差点、延長約 2.0km） 

・ 道路、道路排水施設、水道管移設、街路整備の詳細設計 

・ 関係プロジュクト(AFD 上水道拡張整備計画)との水道管埋設位置および施工時期の調整 

・ 設計図面、仕様書の作成 

・ 施工計画、資機材調達計画、事業費積算 

・ 入札図書の作成 

 

なお、全体工程の短縮するため第２期の詳細設計を第１期に実施する。詳細設計の実施は、

第１期分を先行し、完了後引き続き第２期分を実施する計画とする。実施設計業務の所用

期間は第１期 4.2 ヶ月（第２期分も含む）、第２期 0.5 ヶ月（設計照査）である。 

 

(2)  入札関連業務 

入札公示から工事契約までの期間に行う業務の主要項目は次のとおりである。 
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・ 入札図書の作成 

（上記詳細設計期間と並行して作成） 

・ 入札公示 

・ 入札業者の事前資格審査 

・ 入札実施 

・ 入札書の評価 

・ 契約促進業務 

 

入札関連業務の所要期間は、第１期２．５ヶ月、第２期２．５ヶ月である。 

 

(3)  施工監理業務 

コンサルタントは、施工業者が工事契約および施工計画に基づき実施する工事の施工監理

を行う。その主要項目は次のとおりである。 

・ 測量関係の照査・承認 

・ 施工計画の照査・承認 

・ 関連企業、施設管理者との連絡／調整 

・ 品質管理 

・ 工程管理 

・ 出来形管理 

・ 安全管理 

・ 出来高検査および引き渡し業務 

 

施工の所要期間は、第１期１４．０ヶ月、第２期１５．０ヶ月であるが工期短縮の観点か

ら第１期と第２期の工事を重複させることにより、全体工期は２２．５ヶ月となる。 

 

施工監理業務には常駐管理者５名（土木工事施工監理者３名、文化財処理監理者２名）が

必要である。 

本プロジェクトにおいては、ビエンチャン中心地において主要幹線道路の占用を行いなが

ら施工する必要があるため、安全管理・社会環境影響の負荷低減に特に留意する必要があ

り、施工業者の安全管理者と協議、協力しながら事故の発生を未然に防ぐとともに沿道住

民および道路利用者への適切な社会環境配慮を実施するよう監理を行う。 

 

3－2－4－5  品質監理計画 

土工および舗装工の品質管理計画を表 3-2-4-(2)に、コンクリート工の品質管理計画を表

3-2-4-(3)に示す。 
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表 3-2-4-(2)  土工および舗装工の品質管理計画 

 

表 3-2-4-(3)   コンクリート工の品質管理計画 

 

3－2－4－6  資機材等調達計画 

(1)  建設資材調達計画 

現地で生産できる材料は、砂、アスファルト合材、骨材、路盤材、生コン、コンクリート

２次製品および木材等で、その他は輸入品である。 

 

資材調達方針は次のとおりである。 

恒常的に輸入品が市場に供給されている場合は、これを調達する。 

現地調達できない製品は、近隣国または日本国から調達する。調達先は価格、品質等を比

較し決定する。 

項  目 試 験 項 目 
試験方法 

（仕様書） 
試 験 頻 度 

盛土工 密度試験（締固め） AASHTO T191 500 ㎡毎 

材料試験（ふるい分け試験） AASHTO T27 使用前に１回、その後 1,500m3毎に１回あるいは供給場所

が変わった時点 

材料試験（ＣＢＲ試験） AASHTO T193 使用前に１回、その後 1,500m3毎に１回あるいは供給場所

が変わった時点 

乾燥密度試験（締固め） AASHTO T180 使用前に１回、その後 1,500m3毎に２回あるいは供給場所

が変わった時点 

路盤工 

 

 

現場密度試験（締固め） AASHTO T191 500 ㎡毎 

ｱｽﾌｧﾙﾄ合材の温度 出荷温度、敷均しお

よび転圧温度測定 

５回／日 ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工 

骨材のすり減り抵抗試験 AASHTO T96 1,500m3 毎に１回あるいは供給場所が変わった時点 （納

入業者のﾃﾞｰﾀ確認） 

項  目 試 験 項 目 
試験方法 

（仕様書） 
試 験 頻 度 

セメント セメントの物性試験 AASHTO M85 試験練り前に１回、その後原材料が変わった時点（納入

業者のデータ確認） 

コンクリート用細骨材の

物性試験 

AASHTO M6 試験練り前に１回、その後 1,500m3毎に１回あるいは供給

場所が変わった時点（納入業者のﾃﾞｰﾀ確認） 

細骨材 

ふるい分け試験 AASHTO T27  毎月１回 

コンクリート用粗骨材の

物性試験 

AASHTO M80 試験練り前に１回、その後 1,500m3毎に１回あるいは供給

場所が変わった時点（納入業者のﾃﾞｰﾀ確認） 

粗骨材 

ふるい分け試験 AASHTO T27  毎月１回 

水 水質基準試験 AASHTO T26 試験練り前に１回 

スランプ試験 AASHTO T119 ２回／日 

エアー量試験 AASHTO T121 ２回／日 

圧縮強度試験 AASHTO T22 各打設毎に６本の供試体、１回の打設数量が大きい場合

には 75 m3 毎に６本の供試体（７日強度－３本、28 日強

度－３本） 

コンクリート 

温 度 － ２回／日 
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主要資材の調達区分を表 3-2-4-(4)に示す。 

 

表 3-2-4-(4)  主要資材の調達区分 

調 達 区 分 
項   目 

現 地 日本国 第三国
調 達 先 等 

構造物用資材     
砕石（基礎砕石材） ○   ｸﾗｯｼｭ済みﾒｺﾝ河の川砂利を購入 
セメント ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ 
砂 ○   ﾒｺﾝ河の砂を購入 
下層路盤材 ○   乾期はﾗﾃﾗｲﾄ、雨期はｸﾗｯｼｭ済みﾒｺﾝ河の

川砂利を購入 
上層路盤材 ○   ﾒｺﾝ河の川砂利を購入し施工会社が生産
生コン ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ 
ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 ○   同 上 
鉄筋：Ｄ６～Ｄ32 ○   同 上（輸入品） 
混和材（ｺﾝｸﾘｰﾄ用） ○   同 上（輸入品） 
型鋼   ○ タイ国 
施工上必要となる水道管材   ○ 中 国 
水道管用特殊押輪   ○ 日 本 
割石（練石積） ○   ﾒｺﾝ河の玉石を購入 
布団篭 ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ（輸入品） 
PVC ﾊﾟｲﾌﾟ：Ｄ＝50～200 ○   同 上 
ＲＣﾊﾟｲﾌﾟ：Ｄ＝300～1000 ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ 
道路照明 ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ（輸入品） 
規制標識 ○   同 上 
     
仮設用資材     
型枠用木材 ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ 
型枠用合板：防水加工なし ○   同 上 
型枠用合板：防水加工 ○   同 上 
釘 ○   同 上 
支保工(木材)、足場用丸太 ○   同 上 
鋼矢板（土留め用）   ○ タイ国 
鋼製山留材   ○ 同 上 
仮設用型鋼材   ○ 同 上 
覆工板   ○ 同 上 
軽量鋼矢板（土留め用）  ○  日 本 
仮締切用土のう袋 ○   ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝ 
電気溶接棒 ○   同 上 
燃料、油脂類 ○   同 上 
酸素、アセチレンガス ○   同 上 
ガス切断機 ○   同 上 

 

(2)  建設機械調達計画 

「ラ」国にて稼働している建設重機は全て輸入品である。リース会社は存在しないが、現

地コントラクターが保有している機材のリース調達は可能である。本プロジェクトに使用

する汎用性の高い重機は旧式であるが台数は十分である。ただし、油圧式杭圧入引抜機、

門型クレーン、クラッシングプラントおよびミキシングプラント等の特殊機械は、第三国

（タイ国）からの調達となる。 

 

建設機械の調達方針は以下のとおりである。 

・ 現地建設業者が多数所有している一般的な機種の建設機械はこれをリースする。 

・ 現地調達が困難な機械は第三国（タイ国）からの調達とする。 

・ 現地リース料金が高額とされる水中ポンプ等の小機械についてはタイ国で購入とする。 

・ 主要工事用建設機械の調達区分を表 3-2-4-(5)に示す。 
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表 3-2-4-(5) 主要工事用建設機械の調達区分 

 

調 達 区 分 
機   種 規 格 

現 地 第三国 日本国 
備  考 

バックホウ 0.28m3 ○    

バックホウ 0.5m3 ○    

バックホウ 0.8m3 ○    

ブルドーザー 21t ○    

ブルドーザー 15t ○    

モーターグレーダー 3.1ｍ ○    

ロードローラ 10-12ｔ ○    

タイヤローラ 8-20t ○    

振動ローラー 3-4t ○    

アスファルトフニッシャー 2.4-6.0m ○    

散 水 車 6.0kl ○    

ダンプトラック 2 t ○    

ダンプトラック 10ｔ ○    

トラッククレーン 4.9t ○    

トラッククレーン 20t ○    

トラッククレーン 35t ○    

クローラークレーン 40t ○    

門型クレーン 7.5t/5.0t  ○  タイ国 

油圧式杭圧入引抜機 150t 級  ○  同 上 

ジョークラッシャー 50t/h クラス  ○  同 上 

インパクトクラッシャー 40t/h クラス  ○  同 上 

ミキシングプラント(砕石用） 100t/h クラス  ○  同 上 

ユニック車 4t  ○  同 上 

トレーラー 20t ○    

トレーラー 30t ○    

発電発動機 250KVA ○    

発電発動機 100KVA ○    

発電発動機 45KVA ○    

発電発動機 15KVA ○    

水中ポンプ 150mm  ○  

水中ポンプ 100mm  ○  

現地レンタル料は高価
につきタイ国より購入

ラインマーカー 溶融ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞ式  ○  タイ国 

コンプレッサー 3.7m3  ○  同 上 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾚｰｶ- 20k 級  ○  同 上 

夜間照明機   ○  同 上 

トラック ４ｔ ○    
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3－2－4－7  実施工程 

 

詳細設計及び施工の実施工程を表 3-2-4-7-(1)に示す。 

 

表 3-2-4-7-(1) 実施工程表 

実施区分 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

現 地 調 査

国 内 作 業

現 地 確 認 （計4.2ヶ月）

（計2.5ヶ月）

準備工

道路排水施設工

水道管移設工

土工・舗装工

埋蔵文化財処理工 （計14.0ヶ月）

現地調査（設計照査)

現 地 確 認 （計0.5ヶ月）

（計2.5ヶ月）

準備工

道路排水施設工

水道管移設工

土工・舗装工

埋蔵文化財処理工 （計15.0ヶ月）

注）ただし、施工工期は工事は重複するため全体工期は22.5ヶ月

第
１
期

第
２
期

入　　　札

施　工

詳細設計

　　　　　　　　　　 月
　項　目

詳細設計

入　　　札

施　工

第１期分 第２期分
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3－3  相手国側分担事業の概要 

 

本プロジェクトが実施される場合の「ラ」国政府の負担事項は以下の通りである。 

① 本プロジェクトの実施に必要な資料、情報の提供。 

② 本プロジェクト実施のために必要な作業ヤード、資機材置き場、残土ストックヤード、

現場事務所等の用地の提供。 

③ 着工前に用地問題の解決。（拡幅部の用地取得、歩道部不法占拠等） 

④ 本プロジェクト実施前、沿道家屋調査の実施。 

⑤ 工事用資機材の内陸輸送用として使用する全ての道路、橋梁の通過可能措置。 

⑥ 本プロジェクトに関し、日本に開設する銀行の手数料の負担。 

⑦ 本プロジェクトの資機材輸入の免税、通関手続き、および、速やかな国内輸送のため

の手続き。 

⑧ 本プロジェクトに従事する日本人、および、実施に必要な物品、サービス購入への課

税免除。 

⑨ 本プロジェクトに従事する日本人が、「ラ」国へ入国、および、「ラ」国に滞在するた

めに必要な法的措置。 

⑩ 本プロジェクトを実施するために必要な許認可、証明書等の発行。 

⑪ 本プロジェクトの実施に障害となる既設水道管の移設に関し、必要な全ての材料。 

⑫ 本プロジェクト実施に伴い発掘される文化財の整理、および、保管。 

⑬ 道路標識のうち、「行き先案内標識」等の設置。 

⑭ 本プロジェクト内の改良交差点の信号機の設置 

⑮ 本プロジェクトで設置する公共枡までの民家側からの取り付け。 

⑯ 沿道樹木の枝の剪定。 

⑰ 本プロジェクトの実施に際して障害となる電柱、広告塔、工場からの排水管、および、

地下埋設物（ケーブル、マンホール、等）の移設。 

⑱ 本プロジェクト完了後の道路、道路排水施設、および、道路附帯施設の適切な維持管

理。 

⑲ 本プロジェクト実施において、住民、または、第三者と問題が生じた場合、その解決

への協力。 

⑳ 本プロジェクト実施上必要となる経費のうち、日本国の無償資金によるもの以外の所

要経費の支弁。 
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3－4  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

現在のビエンチャン１号線は、DCTPC と VUDAA の両者でパッチング、オーバーレイ（簡易

舗装）等路面を中心とした維持管理作業を行っているが、本プロジェクト完了後は、アス

ファルト舗装道路およびコンクリート舗装道路（２号線の一部）、排水施設、街路および

信号、標識等の付帯施設に対しての維持管理業務が必要となる。 

 

しかし、「ラ」国側はこれらの業務内容についての経験は乏しく、完成後の施設を十分活

用していくには、新たに維持管理業務内容の習得が必要である。コンサルタントは、本プ

ロジェクトの施工監理時に「ラ」国側維持管理業務担当機関を中心に、下記のマニュアル

類を作成し、関係者への現場での技術指導を行い、本プロジェクトの業務効果の持続性確

保に努める計画である。 

 

なお、完成後の道路は、道路交通の障害および道路の損傷を 小限にとどめるために、道

路の掘り返し防止対策として、完成後３年間は掘り返しを抑制する措置を道路管理者が講

ずる必要がある。 

注）日本の国交省の通達では、セメントコンクリート舗装については５年、アスファルトコ

ンクリート舗装については３年の掘り返しを抑制する措置を講ずることとなっている。 

 

ビエンチャン首都圏道路維持管理マニュアル 目次（案） 

 

１．アスファルトコンクリート舗装 

（１）概要 

1.1 アスファルトコンクリート舗装維持管理の目的とその必要性 

1.2 舗装の耐用年数とその経年特性 

1.3 用語について 

（２）道路の管理 

2.1 アスファルトコンクリート道路の損傷 

2.1.1 アスファルトコンクリート構造 

2.1.2 損傷の程度確認とその原因 

2.2 目視検査 

2.2.1 目的 

2.2.2 舗装損傷の評価方法 

2.2.3 検査の順序 

2.2.4 検査の実施 

2.2.5 検査結果報告書のフォーム 

2.2.6 検査結果による損傷の処理方針の決定 

2.2.7 舗装損傷記録簿 

2.3 舗装表面の検査 

2.3.1 目的 
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2.3.2 検査方法 

2.3.3 舗装状況の評価 

（３）維持管理計画 

3.1 維持管理の形式 

3.1.1 舗装劣化の経年特性 

3.1.2 日常管理 

3.1.3 定期管理 

3.1.4 修復、および、改良 

3.2 日常管理による補修 

3.2.1 作業基準 

3.2.2 年間作業計画 

3.2.3 年間作業計画の一例 

3.3 定期管理による補修 

3.3.1 DBST 

3.3.2 アスファルトコンクリートによるオーバーレイ 

3.4 訓練 

3.4.1 概要 

3.4.2 訓練項目 

（４）維持管理、および、補修の方法 

Ａ．一般的な補修 

Ｂ．簡易舗装修理 

Ｃ．アスファルトコンクリートのオーバーレイによる補修 

２．セメントコンクリート舗装 

（１）セメントコンクリート舗装の破損とその原因 

（２）路面の評価 

（３）維持修繕工法の選定 

（４）維持工法 

（５）修繕工法 

３．排水施設 

（１）路面排水 

（２）地下排水 

（３）のり面排水 

（４）横断排水 

４．歩道等 

（１）路面の評価 

（２）破損の種類と原因 

（３）維持修繕工法 

５．植樹帯および街路樹等 

（１）維持のための計画 

（２）剪定と整姿 
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（３）病虫害の防除 

（４）植栽地の維持 

（５）植栽樹の維持 

６．道路附属物等 

（１）道路照明 

（２）道路標識 

（３）信号機 

（４）駐車場 

（５）道路区画線 

（６）電柱および広告 

（７）その他露店等 

７．清掃 

（１）路面清掃 

（２）歩道清掃 

（３）排水施設の清掃 

（４）その他の清掃 

4.1 道路照明 

4.2 道路標識 

4.3 道路信号 

4.4 その他 
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3－5  プロジェクトの概算事業費 

3－5－1  協力対象事業の概算事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は 45.67 億円となり、先に述べた

日本とラオス国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件によれば、

次のとおりと見積もられる。ただし、この概算事業費は、即、交換公文(E/N)上の供与限

度額を示すものではない。 

 

(1)  日本側負担経費 

概算事業費総括表 

金 額（百万円） 
区 分 

１期目 ２期目 合計 
備 考 

建設費 1,800.5 2,235.6 4,036.1  

直接工事費 1,395.5 1,813.0 3,208.5  

共通仮設費 94.7 83.7 178.4  

現場管理費 189.1 195.4 384.5  

一般管理費等 121.2 143.5 264.7  

設計監理費 291.8 155.5 447.3  

実施設計費 114.2 15.1 129.3  

施工監理費 177.6 140.4 318.0  

合 計 2,092.3 2,391.1 4,483.4  

注) 為替レート：円／US$     １US$＝105.25 円（2005.6） 
        ：US$：現地通貨  現地通貨＝1.00US$(US$を使用） 

 

(2)  「ラ」国側負担経費 

項  目 金額（US$） 

水道移設用材料購入費 166,820 

電柱移設費 65,700 

水道給水管接続費 55,000 

沿道樹木枝払い費 10,000 

地下埋設ケーブル移設費 500,000 

電話ボックス移設費 3,700 

計 801,220 

 

さらに銀行手数料が含まれる。 

合計コスト：801,220 米ドル（日本円換算 84,328 千円） 

注） 為替交換レート：１米ドル＝105.25 円 

 

地下埋設物位置図を資料 10 に添付する。 
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3－5－2  運営・維持管理費 

本プロジェクトで整備される道路、および、付帯諸施設は、実施機関である DOR、ビエン

チャン市の DCTPC および、VUDAA の維持管理費用で運営されている。 

 

維持管理に必要な年間の費用は、約＄154,000 と見込まれる。 

その内訳を表 3-5-2-(1)に示す。 

 

表 3-5-2-(1) 維持管理に必要な年間の費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．日常点検項目　                                                                                                                                  （全延長２８．９kmあたり）　単位：US$

施　設　名 点　　検　　項 　目 巡　回 の 頻 度 点検人員 使 用 資 機 材 所　要　延　数 金　　　額

道路 排水 施設 　土砂、障害物の有無 　１回/週 ｘ　５２週/年 班長１名 巻尺、スコップ、ハンマー、 班長延５２人/年　 1,456.00
舗 装 　クラック、不陸、ポットホールの有無 　所要日数２日/回 係員４名 マンホール蓋開閉用具 係員延４１６人/年 4,992.00
歩 道 　ブロックの不陸、破壊の有無 バリケード
道 路 法 面 　雨水による侵食、崩壊等
区 画 　汚れ、剥離 小型トラック１台 延１０４台/年 7,800.00
道 路 標 識 　損傷、変形、汚れ、剥離
ガ イ ド ポ ス ト 　損傷、汚れ、剥離
信 号 機 　作動状況の確認
街 路 灯 　作動状況の確認
街 路 樹 　交通への障害の有無、

　小計 14,248.00

２．清掃

施　設　名 点　　検　　項 　目 巡　回 の 頻 度 点検人員 使 用 資 機 材 所　要　延　数 金　　　額

道路 排水 施設 　土砂、障害物の撤去 　１２回/年 班長２名 スコップ、ほうき、 班長延１６８人/年 4,704.00
舗 装 　路面清掃 　所要日数７日/回 係員１０名 マンホール蓋開閉用具 係員延８４０人/年 10,080.00
歩 道 バリケード
道 路 法 面
区 画 小型トラック２台 延１６８台/年 12,600.00
道 路 標 識
ガ イ ド ポ ス ト
信 号 機
街 路 灯
街 路 樹

　小計 27,384.00

３．修理

施　設　名 点　　検　　項 　目 巡　回 の 頻 度 点検人員 使 用 資 機 材 所　要　延　数 金　　　額

道路 排水 施設 　土砂、障害物の撤去 　４回/年 班長１名 タンパ 班長延５６人/年 1,568.00
舗 装 　クラック、ポットホール修理 　所要日数１４日/回 係員５名 スコップ、ほうき、工具 係員延２８０人/年 3,360.00
歩 道 　ブロックの不陸、破壊修理 バリケード
道 路 法 面 　 小型トラック 延５６台/年 4,200.00
区 画
道 路 標 識 粒調砕石 １０m３/年 250.00
ガ イ ド ポ ス ト 　破壊されたポストの交換 瀝青材 １．０　Ｔ/年 65.00
信 号 機 　電球交換 セメント １０袋/年 40.00
街 路 灯 　電球交換 ガイドポスト ２０本/年 400.00
街 路 樹 電球（信号機） １０個/年 350.00

　電球（街路灯） 　２０個/年 2,200.00

　 　小計 12,433.00

４．街路灯、信号機電気代
施　設　名 点　　検　　項 　目 巡　回 の 頻 度 点検人員 使 用 資 機 材 所　要　延　数 金　　　額

信 号 機
交差点　７箇所 車両用 ４３個 50Ｗ ２４Ｈｒｓ/日 ｘ　３６５日/年 ４９，４９４Ｋｗ時/年 4,797.00
歩行者横断　１２箇所 歩行者用 70個 50Ｗ 　　　　＝８，７６０Ｈｒｓ/年 　　ｘ　1,037Ｋｐｓ

街 路 灯
シングル　４２２本 ４２２個 ２５０Ｗ １oＨｒｓ/日 ｘ　３６５日/年 976,375Ｋｗ時/年 9,4626.00
ダブル　３２４本 ６４８個 ２５０Ｗ 　　　　＝３，６５０Ｈｒｓ/年 　　ｘ　1,037Ｋｐｓ

小計 99,423.00

合計 153,488.00
     ≒  154,000.00



- 413 - 

第４章  プロジェクト妥当性の検証 

 

4－1  プロジェクトの効果 

本プロジェクトは、ビエンチャン市中心部を通る路面の劣化等により交通に支障をきたし

ているビエンチャン１号線の改修を行うことによって、重要幹線道路の機能を回復させ、

物的・人的交流を促進するとともに、沿道住民の生活環境の改善を目的とするものである。

プロジェクトの直接の受益者は、ビエンチャン市住民約 70 万人（2004 年の予測値）であ

る。プロジェクトの実施による直接効果および間接効果は以下のとおりである。 

 

(1)  直接効果 

① 通過所要時間の短縮 

走行性が改善され、低速車線または混合車線を設置し、交通整流を図ることにより、都

心部（シカイ～チナイモ区間 12.3km）の通過所要時間が下表に示すとおり短縮される。 

 

通過所要時間の短縮 

項 目 改修前（現在） 改修後 

シカイ～チナイモ区間 

（12.3km） 
30 分（平均時速 25km） 21 分（平均時速 35km） 

 

② 安全で円滑な交通の確保 

歩道、バス停、駐車帯、横断歩道、信号機、街路灯、標識等の附帯施設が整備されるこ

とにより、安全で円滑な交通が確保される。 

 

③ 商業・観光施設へのアクセス向上 

沿道商業・観光施設への車でのアクセスおよび歩道利用の徒歩でのアクセスが確保され

る。 

 

④ 冠水日数・時間が減少することにより、人および物の流通が改善される。 

都心部を中心に年間 73 回程度（車両通行困難時間約３時間／回）発生している冠水が、

改修後減少する。 

 

(2)  間接効果 

① 幹線道路として機能が向上することにより、物的・人的交通が促進され、社会・経済

活動が活性化する。 

 

② 冠水が減少することにより、沿道の保健・衛生環境が改善される。 
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4－2  課題・提言 

プロジェクトの効果を十分に発現・持続させるために、ラオス側が取り組むべき課題は、

次のとおりである。 

 

(1)  維持管理を十分に行うこと。特に舗装道路、排水施設、街灯および信号、標識等の付帯施

設に対して機能を低下させることのないよう日常および定期的な維持管理業務が必要と

なる。 

 

(2)  交通安全の啓蒙活動を促進すること。オートバイ等の運転者、沿道住民等道路利用者に対

する定期的な交通安全キャンペーン等の啓蒙活動を学校も含めて継続的に行うことが本

１号線等幹線道路で急激に増加している交通事故を減少させるための重要な要素である。 

 

(3)  沿道住民による道路環境の維持促進を進める。沿道住民が排水施設、街路樹等の道路施設

の清掃・維持に対して関心を持ち、さらに自ら清掃等を行うことの必要性について、「ラ」

国関係機関が中心となって広報等を行うことが道路施設の機能および周辺環境を良好に

保持するために重要となる。 

 

以上のとおり、維持管理および交通安全対策について「ラ」国関係機関だけでなく、沿道

住民を中心とした道路利用者に対して意識を持つことを徹底させるため、プロジェクトの

効果の発現・持続をより確実なものとするには、維持管理および交通安全対策に係る技術

協力を実施することが提言される。具体的には維持管理マニュアル作成、交通安全キャン

ペーンの実施等が挙げられる。 

 

4－3  プロジェクトの妥当性 

以下の点から我が国の無償資金協力を実施することは妥当であると判断される。 

 

① プロジェクトの裨益対象がビエンチャン市の一般市民であり、その数は「ラ」国の全

人口（552.6 万人、2002 年）と比較して 13％（70 万人）と多数である。 

② プロジェクトの効果として、交通の円滑化、雨期の交通止めの減少、社会・経済活動

の活性化等があり、住民の生活向上に寄与する。 

③ ラオス国の「第５次社会・経済開発５ヶ年計画（2001～2005）」における主要目標の１

つである生活インフラ整備（道路、通信、上・下水道等）が挙げられており、本プロ

ジェクトはこの目標の達成に資するものである。 

④ ラオス国政府によるビエンチャン市における 1996年から進めている市内の７本の幹線

道路改良計画が本プロジェクトにより全て改良されることにより、市内道路網の骨格

が整備され、都市交通機能の強化に寄与する。 

⑤ 収益性のあるプロジェクトではない。 

⑥ 環境面の負の影響はほとんどない。 

⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能であ

る。 
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4－4  結 論 

 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広

くビエンチャン市民を中心とした住民の生活改善・向上に寄与するものであり、協力対象

事業に対して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。また、本プ

ロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・資金ともに、特段の問題

はないと考えられる。 
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資料１ 調査団員氏名・所属 

 



【 資 料 】 

１． 調査団員氏名・所属 

(1) 現地調査時 

青木 眞 
(平成16年７月10日～７月13日) 

総括 国際協力機構 
無償資金協力次長 

西脇 英隆 
(平成16年10月５日～10月７日) 

総括 国際協力機構 
ラオス事務所長 

田中 顕士郎 計画管理 国際協力機構 
無償資金協力部 
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ交通ｲﾝﾌﾗﾁｰﾑ 

三浦 実 業務主任／道路計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

相良 秀孝 道路排水計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

国府寺 直規 道路設計／測量・地質調査 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

南 清文 水道計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

佐藤 正 環境配慮／住民移転計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

石井 昌樹 自然条件調査 
（気象・水文／測量・地質）

株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

渡邊 亮平 施工計画／積算 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

黒川 昌明 業務調整 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

 

(2) 第２次現地調査 

青木 眞 
 

総括 国際協力機構 
無償資金協力次長 

服部 孝典 無償資金協力 外務省 
経済協力局 
無償資金協力課 

田中 顕士郎 計画管理 国際協力機構 
無償資金協力部 
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ交通ｲﾝﾌﾗﾁｰﾑ 

三浦 実 業務主任／道路計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

相良 秀孝 道路排水計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

佐藤 正 環境配慮／住民移転計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

宝  茂 自然条件調査 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 
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渡邊 亮平 施工計画／積算 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

 

(3) 概要書説明時 

森 千也 総括 国際協力機構 
ラオス事務所長 

田中 顕士郎 計画管理 国際協力機構 
無償資金協力部 
第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ交通ｲﾝﾌﾗﾁｰﾑ 

三浦 実 業務主任／道路計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

相良 秀孝 道路排水計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

佐藤 正 環境配慮／住民移転計画 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

渡邊 亮平 施工計画／積算 株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 
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資料２ 調  査  日  程 



２． 調査日程 

(1) 現地調査時（平成16年７月４日～10月10日） 

日 順 月 日 項   目 

１ ７月４日（日） 三浦、相良、国府寺、佐藤、黒川 東京発 バンコク着

２ ７月５日（月） バンコク発 ビエンチャン着 事務所設置 

３ ７月６日（火） 田中ビエンチャン着 JICAラオス事務所、MCTPC打合せ 

４ ７月７日（水） MCTPC道路局打合せ 

５ ７月８日（木） 「ラ」国側関係機関とのジョイントミーティング 

６ ７月９日（金） MCTPC道路局打合せ 

７ ７月10日（土） サイト調査 

８ ７月11日（日） 団内打合せ 

９ ７月12日（月） ミニッツ署名 

10 ７月13日（火） 青木、田中 ビエンチャン発、石井着  

コンサルタント サイト調査開始 

～13 ７月16日（金） 渡邊着 

～20 ７月23日（金） 測量、地質調査、交通量調査等開始 

～23 ７月26日（月） 南着 

～29 ８月１日（日） 三浦発 

～37 ８月９日（月） 沿道状況調査（接続道路、樹木、排水流末等）開始 

～52 ８月24日（火） 各インベントリー調査終了 

～65 ９月６日（月） 三浦着 

～70 ９月11日（土） 南発 

～78 ９月19日（日） 石井発 

～93 10月４日（月） 田中着 JICAラオス事務所打合せ 

94 10月５日（火） MCTPC打合せ 

95 10月６日（水） MCTPC打合せ 

96 10月７日（木） ミニッツ署名 

97 10月８日（金） JICAラオス事務所帰国報告 

98 10月９日（土） ビエンチャン発 バンコク着 

99 10月10日（日） 東京着 
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(2) 第２次現地調査（平成17年３月24日～４月２日、４月11日～４月24日） 

日 順 月 日 項   目 

１ ３月24日（木） 青木、服部、田中、相良、佐藤、渡邊、東京発 バンコク着

２ ３月25日（金） ビエンチャン着 日本大使館、JICA事務所協議 

３ ３月26日（土） 日本大使館、JICA事務所協議 

４ ３月27日（日） 日本大使館協議 

５ ３月28日（月） JICA事務所打合せ、MCTPC協議 

６ ３月29日（火） サイト調査 

７ ３月30日（水） 青木、服部、田中、相良、渡邊 ビエンチャン発 

８ ３月31日（木） 補足調査 

９ ４月１日（金） 佐藤 ビエンチャン発 

10 ４月２日（土） 東京着 

   

１ ４月11日（月） 佐藤、相良、宝 東京発 バンコク着 

２ ４月12日（火） ビエンチャン着 日本大使館、JICA事務所協議 

３ ４月13日（水） サイト調査 

４ ４月14日（木） サイト調査 三浦、渡邊 ビエンチャン着 

５ ４月15日（金） サイト調査 

６ ４月16日（土） サイト調査 

７ ４月17日（日） サイト調査 

８ ４月18日（月） JICA事務所打合せ 

９ ４月19日（火） MCTPC協議 

10 ４月20日（水） MCTPC協議 

11 ４月21日（木） MCTPCにてジョイントミーティング 

12 ４月22日（金） 日本大使館へ報告 

13 ４月23日（土） ビエンチャン発 バンコク着 

14 ４月24日（日） 東京着 
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(3) 概要書説明時 

日 順 月 日 項   目 

１ ５月26日（木） 田中、三浦、相良、佐藤、渡邊 

２ ５月27日（金） ビエンチャン着 JICA事務所協議、MCTPC協議 

３ ５月28日（土） MCTPC協議 

４ ５月29日（日） サイト調査 

５ ５月30日（月） MCTPC協議 

６ ５月31日（火） ミニッツ署名、日本大使館、JICA報告 

７ ６月１日（水） 田中、三浦、相良、渡邊 ビエンチャン発 

８ ６月２日（木） 補足調査 

９ ６月３日（金） 佐藤 ビエンチャン発 

10 ６月４日（土） 東京着 
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資料３ 相手国関係者リスト 



３． 相手国関係者リスト 

 

 通信運輸郵便建設省 

 1. HE. Sommad Pholsena : Vice Minister 

  2. Mr. Viengsavath Sipandon : Director General, Department of Roads 

  3. Mr. Math Sounmala : Director General, Department of Planning & Cooperation 

  4. Mr. Laokham Sompheth : Deputy Director General, Department of Roads 

  5. Mr. Khamphet Inthideth : Director of Planning of Technical Division, DOR 

  6. Mr. Dedsongkham Thammavong : Project Coordinator, Department of Roads 

  7. Mr. Katsuro Kondo (近藤克郎) : Advisor to the Cabinet Office in Infrastructure  

Department 

 

 Vientiane Urban Development and Administration authority (VUDAA) 

  1. Mr. Ketkeo Sihalath : Project Director, Vientiane Urban Infrastructure and 

  Service Project (VUISP) 

  2. Mr. Lindsey Davison : Team Leader, VUISP 

  3. Mr. Bounpakob Phonharath : Chief of Technical & Town Planning Division 

  (Chief of Thai Fund Project) 

 

  Vientiane Water Supply Company 

  1. Mr. Somlith Silaphet : Deputy General Manager (Technical) 

  2. Mr. Sisamone Kongmany : Chief of Project  

  3. Mr, Bouakeo Phinphonesavath : Chief of Assets & Procurement Section 

  4. Mr. Saisamone Thammavongsa : Water and Wastewater Engineer 

  5. Mr. Khitdavone Sengsavang : Water Supply Engineer 

 

  Vientiane Capital City 

  1. Mr. Bounchan Sinthavong : Vice Mayor, Vienntyann Capital City 

  2. Mr. Thongsy Viengphanya : Deputy, Division of Agriculture & forestry  
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資料４ 討 議 議 事 録（M/D） 

































 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 事 業 事 前 計 画 書 

   （ 基 本 設 計 時 ） 



 

 

事業事前計画表（基本設計時） 

 

１．案 件 名 

ラオス人民民主共和国 ビエンチャン１号線整備計画 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

ビエンチャン１号線は首都ビエンチャン市内とワッタイ国際空港およびタイ国境に位置するメコン

国際友好橋を結ぶラオス国（以下、「ラ」国）の最重要幹線道路であるとともに、アジア・ハイウェイ

12 号線の一部として国際幹線道路としても重要である。しかしながら、路面の劣化の進行と各種車両

の混在とが相まって、現在安全かつ円滑な交通に支障をきたしている。加えて道路排水施設が不十分の

ため、雨期には道路上および沿線において頻繁に洪水被害が発生し、舗装をさらに劣化させる原因と

なっている。 

このため、ビエンチャン１号線改修を最重要プロジェクトと位置付け、2002 年我が国へ無償資金協

力の要請をしてきた。 

ビエンチャン市では、市内の６本の幹線道路に対して改修計画が策定され、ADB等の資金により６本

とも改修され、残された幹線道路が本件要請のビエンチャン１号線であり、この１号線が改修されるこ

とは、ビエンチャン市の都市道路網の基本となる骨格が整備されることになる。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標 

ビエンチャン１号線シカイ交差点～タナレン保税倉庫間（約 28.9km）で､安全かつ円滑な道路交

通が実現される。 

≪裨益対象の範囲及び規模について≫ 

ビエンチャン市の住民約 70 万人 

 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

ビエンチャン１号線のシカイ交差点～タナレン保税倉庫間（約 28.9km）が整備される。 

 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア ビエンチャン１号線のシカイ交差点～タナレン保税倉庫間の改修を行う。 

イ 改修完成後の道路の維持管理を行う。 

 

(4) 投入(インプット) 

ア 日本側：無償資金協力 44.83 億円 

イ 相手国側 

(ア) 必要な人員：維持管理要員、約延 1,812 人／年 

(イ) 施設の運営・維持管理に係る経費：約 154,000US ドル／年 

 

(5) 実施体制 

主管官庁および実施機関：公共事業省道路局 
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４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

ラオス国ビエンチャン市 

 

(2) 概要 

ビエンチャン 1号線のシカイ交差点～タナレン保税倉庫間約 28.9km の改修（平均幅員 14.7ｍ、

全線アスファルト舗装、歩道整備 21.7km、道路排水施設整備 15.5km、交差点改良 11 ヶ所、埋蔵

文化財整理工 6.5km 等） 

 

(3) 相手国側負担事項 

① 水道移設用材料購入 

② 電柱の移設 

③ 水道給水用接続費 

④ 沿道樹木の枝払い 

⑤ 地下埋設物の移設 

 

(4) 概算事業費 

概算事業費 45.67 億円（無償資金協力 44.83 億円、ラオス国側負担 0.84 億円) 

 

(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 28 ヶ月（予定) 

 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

① 沿道家屋の移転を回避する。 

② 工事中の周辺家屋、文化財の影響を最小限に抑える工法を用いる。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの) 

なし 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

なし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 現 状（2004 年） 事業実施後（2007 年計画値）

走行時間の短縮 

（シカイ～チナイモ間） 

平均 30 分 

（朝、夕のラッシュ時） 
21 分 

冠水回数・時間 
73 回／年 

平均３時間／回 
減少する 

 

(2) その他の成果指標 

特になし 

 

(3) 評価のタイミング 

2007 年以降（施設完成以降） 
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資料６ 収 集 資 料 リ ス ト 
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